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はじめに―問題の所在―
「小学校及び中学校の教諭の普通免許状の授与に係る教育職員免許法の特例に関する法律（1997
年 6 月 18 日法律 90 号）」（以下，介護等体験特例法）が議員立法として成立し，小学校及び中学
校教員免許状取得に当たって，「介護等体験」が必須の要件になって久しい。しかし，教員免許法
に明確に位置づけられないまま，同時に免許取得の必須要件であるという曖昧な状況は，二十年近
く経過した今日も変わらない。その間制度上の問題や実施上の問題など多くの課題が指摘されてき
た。その事態はまさに，「介護等体験そのものに『主体性』が存在していない」1）という指摘に集
約されよう。
小川（2009）は，「介護等体験」に対する大学・学部の主体性を示すものとしてその単位化に着目し，
国立大学教員養成大学・学部（52 校）を対象に実態を調査している 2）。それによると，「介護等体
験」およびその事前・事後指導の一部でも単位化している大学は全体のおよそ 4 割（41.3％）であ
り，なかには特別支援学校における介護等体験のみ教育実習の一部として単位化するなどの様々な
形態が見られる。また，9 割を超える大学で事前指導が行われていることも明らかにされているが，
その内容は主として，体験先の学校や施設についての概要説明や講話と，体験に臨む態度やマナー，
心構えについての指導といったものであることが様々な大学による報告から推定される 3）。なお，
事後指導を実施している大学は先の調査によれば，3 割に満たない 4）。これらをみると，介護等体
験について，何をどのように指導していくかという課題は，各大学における試行錯誤は散見される
ものの，未だ十分には取り組まれていないという印象を拭えない。それはひとえに，「介護等体験」
を教員養成課程のなかにどう位置づけるかという根本問題に起因している。
「介護等体験特例法」はその第 1 条で，「個人の尊厳及び社会連帯の理念に関する認識を深めるこ
との重要性にかんがみ，教員としての資質の向上を図り，義務教育の一層の充実を期する」ことを
その趣旨として謳っている。そこからは，「個人の尊厳及び社会連帯の理念に関する認識を深める
こと」が介護等体験実施の趣旨であることがわかる。しかしそれが「教員としての資質の向上」や
「義務教育の一層の充実」にどのようにつながるかはわからない 5）。また，「介護等体験特例法」の
提案理由では，「人の痛みを理解し，人間一人ひとりが違った能力や個性を有しているという事実
に目を開かせること」や「高齢者や障害者に対する介護等の体験を自らの原体験としても」つこと
の意味が述べられた 6）。しかしその内実の曖昧さは否めない。それを教師の専門性にどう位置づけ，
何をどう養成していけばよいのだろうか。
本研究は，「介護等体験」を教員養成課程の中にどう位置づけるかという問題について，学びの
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デザイナーとしての教師という視点から，学校カリキュラムの原理的問題に即して検討する。殊に
この世紀を跨ぐ二十年には，学校カリキュラムとそのデザイナ―である教師の役割に大きな変革が
求められてきた。その変革を《Common》《Universal》《Care》という三つのキーワードからトレー
スし，その文脈の中に「介護等体験」を位置づけてみたい。それにより，「介護等体験」が置かれ
ている問題状況がより明らかになるとともに，課題の所在を明示できるものと考えている。
1　福祉教育と介護等体験
学校で共通に教えられるべき（あるいは学ばれるべき）ものは何か。その在り方を模索し，共通
（Common）カリキュラムを志向する。それはまさに，第二次大戦後の世界の学校改革における一
大テーマであった。時に国民統合のツールとして，時に確保されるよう望まれる学力の内実として，
そして保障されるべき基本的人権として。そもそも義務教育学校においては，欠くことのできない
課題意識である。
しかし，「人格の完成」と「平和的な国家および社会の形成者」としての国民を基底とした国民
的共通教養論は，1990 年代以降，近代的枠組みの揺れや人類的課題への認識，あるいは文化や価
値観をめぐる分化と多様化の進展によって大きく揺さぶられる。近代化，都市化の進展はボーダレ
ス化を伴うが故に「共通」の土台をより広範に築くと予期されたが，むしろ現実にはますます「差異」
が際立つ社会へと世界はシフトしてきた。ここに至って学校カリキュラムは，市民的（共通）教養
としての展開，および多様性やコンフリクトを内包した「共通」のあり方を求められることとなる。
1998 年，「（1）自ら課題を見付け，自ら学び，自ら考え，主体的に判断し，よりよく問題を解決
する資質や能力を養うこと。（2）学び方やものの考え方を身に付け，問題の解決や探究活動に主
体的，創造的に取り組む態度を育て，自己の生き方を考えることができるようにすること。」をね
らいとして，横断的・総合的な課題や児童の興味・関心に基づく課題，地域や学校の特色に応じた
課題などについて，創意工夫を生かした教育活動を行うものとして「総合的な学習の時間」が登場
したのも，そのような趨勢のなかにあった 7）。「共通の教養」から「共生の教養」へ 8）。そこには，
国家や文化が相対化し，人類的課題がますます認識されるなかで生成された，新しい関係性への志
向がある。「福祉」はまさに，そのような課題テーマの一つである 9）。
高橋（2010）は，福祉教育について様々な定義を検討しながら「民主主義と発達保障を基礎と
した市民形成教育」として定位しつつ，「主権者として」「生活者として」「実践者として」という
3 つのアスペクトが統合された学びとして構想する 10）。ならば必然的にそのような学びは，コンフ
リクトとインクルージョンをめぐる創造的課題として立ち現れることとなる。
佐藤（2016）は，小学校における福祉教育の実践について検討し，福祉についての知識的理解，
体験的理解，共感的理解をどう組み立てるか，そして理解や思考を実践力にどうつなぐかといった
課題を指摘している 11）。その際教師には，子どもたちの体験や理解や思考を，あるいはその中で生
まれるであろう葛藤や揺らぎや動揺を，学びへと昇華するサポートが求められる。
さて，そのような力を，我々はどう養成するのか。
2　ユニバーサルデザインと介護等体験
先述したように共通カリキュラムの志向は，基本的人権に基づいている。ユネスコの「学習権宣言」
を援用するまでもなく，「学びへの権利」（right to learning）は基本的人権であり，誰もが教育
へのアクセスを保障されなければならない。学びをユニバーサルなものとしてデザインするという
発想は，そのことと通底している。
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「約 26 年前に，障害のある学習者が通常カリキュラムにアクセスするための方法の開発を始め
ました。当初は私たちも，彼ら一人ひとりを適応させること，あるいは“治す”ことの手助けに
目を向けていました。・・・けれども私たちは，自分たちの視野が狭すぎたということにも気づ
きました。・・・つまり，適応の負担は学習者ではなくカリキュラムの方が背負うべきというこ
とです。」12）
CAST（Center for Applied Special Technology）によるこのような認識などを機に我が国
でも，この CAST による「3 原則」13）などに基づいた授業のユニバーサル化が取り組まれている。
例えば長江・細渕（2005）は，次のような「授業のユニバーサルデザインの 7 原則」14）を示して
いる。
原則 1　全ての児童が学びに参加できる授業
原則 2　多様な学び方に対し柔軟に対応できる授業
原則 3　視覚や触覚に訴える教材・教具や環境設定が準備されている授業
原則 4　欲しい情報がわかりやすく提供される授業
原則 5　間違いや失敗が許容され，試行錯誤をしながら学べる授業
原則 6　現実的に発揮することが可能な力で達成感が得られる授業
原則 7　必要な学習活動に十分に取り組める課題設定がなされている授業
ここで問われているのは，全ての子どもにとって「学ぶ意味」が創出される教室の創造であろう。
一方，共生社会の形成を基礎理念とする特別支援教育政策は，必然的コロラリーとしてインクルー
シブ教育政策の導入へと展開してきた 15）。その中で，学校教育全体に「特別支援教育の理念と基
本的考え方が普及・定着すること」 16）が望まれるとともに，特別支援教育についての一定の知識・
技能を有していることが全ての教員に求められる 17）。こうして学校教育のユニバーサルデザイン化
の取り組みは，このような教育政策のなかにも位置づけられることになるのである。
いずれにしても，ここで求められているのは，第一に，全ての子どもに価値あるものとの出会い
があること，第二に，「わかる」や「できる」といった達成感や自己有能感が感じられることであり，
そして第三に，私であっていい（enough good）という自己尊重感が欠かせない。そのためには，
安らぎや愛情のある関係，ケアないしケアリング 18）の関係が求められることになろう。
3　ケアリングと介護等体験
21 世紀はケアの時代ともいわれ，医療，看護，福祉，そして教育など様々な領域で「ケア」の
考え方が広がっている。それは，人間がケアしケアされる関係を通して自らの位置を見出す関係的
存在であることからすれば必然であるし 19），様々な多様性が際立つ現代においては時代的要請と言
えなくもない。殊に，ケアしケアされるなかで「関係的な個人」としてあり，将来にわたって「関
係的な個人」として幸福な人生を創造しうるよう子どもたちに願う教育の場においては，欠くこと
ができないものといえよう 20）。
ケアは一般に，配慮や気配り，あるいは世話といった行為を意味するが，佐伯（2013）は N．ノディ
ングズのケアリング論をベースに，かかわり（engagement），共感し（empathy），尊厳ある人
間として畏敬（reverence）を込めた感嘆の思いで接することという 3 次元モデルとしてケアを提
示している 21）。また J．R．マーティンはそのようなケアする学校を，スクールホームとして提示
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しているが，それは，「家庭 home」という概念の中核にあるケア（care），関心（concern），結
びつき（connection）の三つの C を基盤としてインクルーシブな教育を目指す学校像といえよう 22）。
そのような要請のなかで，教師には何が求められるだろうか。N．ノディングズはケア関係が成
立する要件として，①受容性（相互に，相手をそれ自体として受容），②専心没頭（専心的な注意
を向ける），③動機の転移（相手の動機に立った思考と行動），④自分との互恵性（一方的な行為で
はなく相互に助け合う関係），⑤応答性（相互に応答し合う）を挙げている 23）。関係的営為のなか
でいわば主観的作法（アート）として成立するこのような教育する力を，我々はどう養成するのか。
おわりに―問題の所在　再び―
「普遍とは『歴史的・社会的に規定され，同時に未来へと開かれたもの』として，あるいは『開
かれた普遍』としてとらえることが必要であり，その上で多様性と普遍性の統一の仕方として，『多
様性を越える』普遍性という発想と共に，『多様性を通しての』普遍的なものをどうつくってい
くかという発想が重要」であり，「差異を越えての普遍とともに，差異を貫いての普遍的なもの
への感覚の方が，これからはいっそう重視されなければならない。」24）
21 世紀を展望するとき，ちがいや多様性に対峙することの必要性が広範に共有された。あれから
十五年余。私たちは新たな地平を拓いていけているだろうか。
本稿では，1990 年代以降の学校カリキュラムのあり方をめぐる問題についてみてきた。そこで
求められているのは，すべての者に開かれた学びであり，全ての者を包括する学びであり，共生す
る学びである。「共生」「人権」「共存」。問われているのは，「それぞれが
・
生きる」ための作法（アー
ト），「それぞれを
・
生きる」ための作法，そして「それぞれと
・
生きる」ための作法と呼べるものかも
しれない。そしてそのようなものとして学校での学びがあるためには，「ともに生きる」当事者性
の回復（ないし新たな再生）こそが求められると筆者は考えている。
介護等体験が導入された 1990 年代から今日までの福祉や教育を取り巻く変化，例えば「介護保
険制度」のスタートやボランティア休暇制度の導入，（障害種別を超えた）「特別支援学校」への一
本化，そして「障害者差別解消法」の制定などは，障がいなどによる生きにくさ，それに伴うニー
ズや必要な支援を，人が「生きる」ことの全体像のなかに据えてとらえること，そしてわたしが生
きる社会の，わたしたちの問題としてとらえることをより一層求めている。ここでもまさに，《と
もに生きる当事者性》の回復（ないし新たな再生）が必要とされているのである。教師がまさにそ
の当事者たるための入り口として，「介護等体験」を位置づけられないだろうか。それこそが筆者が，
「介護等体験」の授業担当者として追い求めていることである。
人と，障がいなどの生きにくさとを切り離して理解したり考えたりするのではなく，「障がいを
生きること」や「老いること」といった全人的な理解，その人まるごとに出会い，その人まるごと
としてわかる機会が，人との出会い，「体験」にはある。「介護等体験」がそのような機会になれば
と願う。しかし，そうなるための課題は多い。
第一に，体験先である学校・施設とのコラボレーションの難しさ。連絡協議会や調整会議はある
ものの，体験の中身については体験先に任せきりになりがちで，「体験」をともにつくりあげてい
くといったつながりをつくるには至っていない。
第二に，「体験」を生かすような効果的な事後指導などを実施することの難しさ。教育実習とは
異なり，多様な場，多様な時期にでかけることもあって，学びの流れや積み重ねを築くことが難しく，
「体験」の学びを十分に生かせていないと反省している。
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そして第三に，「介護等体験」の教員養成課程における位置づけの問題。これこそあらゆる課題
の基底であり，本研究で取り組もうとしている課題である。本稿では，三つの観点を提示した。続
いてそれに沿って，どのような（事前・事後などの）指導を構築していくかについて述べていく必
要がある。稿を改めて，論じたい。
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